
（１）現状の水害リスク情報や取組状況の共有（各市町）
　①情報伝達、避難計画等に関する事項

項　　目 上 川 町 東 川 町 美 瑛 町

洪水時における河
川管理者等からの
情報提供等の内容
及びタイミング

旭 川 市 鷹 栖 町 東 神 楽 町 当 麻 町 比 布 町 愛 別 町

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

避難勧告等の
発令基準

・避難勧告等の発令に関する
基準を定め、避難判断マニュ
アルに具体的な避難勧告の発
令基準や対象地域を明記して
いる。

・避難勧告等の発令に関する
基準を定め、避難判断マニュ
アルに具体的な避難勧告の発
令基準や対象地域を明記して
いる。

・避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
明示している。

・避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
明示している。

・避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
明示している。

・避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
明示している（現在マニュアル
を作成中）。

・避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
明示している。

・避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
明示している。

・避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
明示している（現在マニュアル
を作成中）。

【課題】
・避難勧告等の発令に着目し
たタイムラインや避難判断マ
ニュアルの運用実績が現時点
では無いことから、各地域にお
ける発令のタイミングについ
て、訓練等を通して精度を高め
ていく必要がある。

【課題】
・深夜における連絡体制や伝
達方法の整備。

【課題】
・避難勧告等の発令に着目し
たタイムラインが未整備である
ため、適切な防災情報の伝達
に対して懸念がある。

【課題】
・避難勧告等の発令に着目し
たタイムラインが未整備である
ため、適切な防災情報の伝達
に対して懸念がある。

【課題】
・避難勧告等の発令に着目し
たタイムラインが未整備である
ため、適切な防災情報の伝達
に対して懸念がある。

【課題】
・避難勧告等の発令に着目し
たタイムラインが未整備である
ため、適切な防災情報の伝達
に対して懸念がある。

【課題】
・避難勧告等の発令に着目し
たタイムラインの運用実績が
現時点では無いことから、訓練
を通じた精度向上と合わせて、
円滑な運用を可能とするため
に、各地域における避難勧告
等の発令タイミングや、避難情
報の伝達方法等を予め整理す
ることが求められる。

【課題】
・避難の基準をより具体化させ
る必要がある。

【課題】
・避難勧告等の発令に着目し
たタイムラインが未整備である
ため、適切な防災情報の伝達
に対して懸念がある。

避難場所・
避難経路

・避難所については、洪水ハ
ザードマップで周知。一部の地
域はまるごとまちごとハザード
マップでも周知。

・避難所については、鷹栖町防
災マップにより周知。

・避難所については、洪水ハ
ザードマップ等により指定して
いる。
・小中学校や公民館等の公共
施設が主。

・避難所及び避難場所につい
て、地域防災計画において策
定済み。

（1）避難所
・地域防災計画に記載。
・HP、町民カレンダー、防災の
しおりにより周知（公共施設が
主）。
（2）避難経路
・避難経路は未策定。

・避難所については、地域防災
計画において策定済み。ハ
ザードマップにより周知。

・避難場所
洪水ハザードマップ等に指定
し、全戸配布している。
・避難経路は未策定。

【避難場所】
・地域防災計画にて策定。全
戸配布の行政冊子により周
知。学校やコミュニティセンター
など公共施設が主。
【避難経路】
・全戸配布する洪水ハザード
マップにより避難経路を確認す
る。

（1）避難所
・地域防災計画に記載。
・HP、町民カレンダー、防災の
しおりにより周知（公共施設が
主）。
（2）避難経路
・避難経路は未策定。

【課題】
・浸水深や浸水地域にある避
難所について、洪水ハザード
マップで周知しているが、十分
に認識されていないおそれが
ある。
・避難所までの避難経路の選
定を行っていないため、住民の
迅速な避難が確保できないお
それがある。
・広範囲の浸水により避難所
が利用できない場合や、多くの
避難者が集中し受入が出来な
い場合等に対する住民への迅
速な情報提供手段が必要であ
る。

【課題】
・避難所までの避難経路の選
定を行っていないため、住民の
迅速な避難が確保できないお
それがある。
ただし、地区ごとの防災訓練時
には、各自の避難路作図訓練
を行っている。

【課題】
・避難所までの避難経路の選
定を行っていないため、住民の
迅速な避難が確保できないお
それがある。

【課題】
・避難所までの避難経路の選
定を行っていないため、住民の
迅速な避難が確保できないお
それがある。

【課題】
・地域によっては避難所までの
距離が遠く、移動が困難な場
合がある（避難所施設の不
足）。
・避難所等の情報は様々な手
段で周知しているが、十分に認
知されてはいない。

【課題】
・避難所までの避難経路の選
定を行っていないため、住民の
迅速な避難が確保できないお
それがある。

【課題】
・避難場所に関する情報はハ
ザードマップ等で周知している
が、住民等に十分認知されて
いないおそれがある。
・避難経路の策定が必要であ
る。

【課題】
・災害が少なく、避難への意識
が低いことから、平常時の避難
場所や経路の周知徹底が課
題となっている。

【課題】
 ・避難所までの避難経路の選
定を行っていないため、住民の
迅速な避難が確保できないお
それがある。

・防災行政無線、町ホームペー
ジ、広報車等で住民への情報
伝達を行う。

・避難準備情報及び避難の勧
告・指示を防災無線、緊急速
報メール、HP、広報車等により
住民に伝達する。

【課題】
・風雨等による情報の聞き取り
が困難となることが懸念され
る。
・高齢者・避難行動要支援者
のための効果的な伝達方法が
必要。
・外国人を対象とした多言語化
への対応が未整備である。

【課題】
・各戸訪問が、当町における確
実な伝達方法と認識している
が、訪問出来ない状況が発生
した場合の想定はしていない
（想定浸水区域及び水深にて
確認済み）。

【課題】
・高齢者や、避難行動要支援
者などへの効果的な周知方
法。

【課題】
・避難行動要支援者等に情報
が伝わらない可能性があるた
め、効果的な伝達方法・体制
が必要となってくる。

【課題】
・高齢者のための、町防災行
政無線以外の効果的な周知方
法。

【課題】
・避難行動要支援者など一部
の住民に正しく伝わらない可能
性がある。

・放送事業者
・協定先を通じた放送
・緊急速報メール、SNS等
・車両による広報
・電話による伝達

・避難勧告を発令した場合、広
報車による放送、町職員、消
防団による個別訪問にて、確
実に周知出来るよう対応。

・避難準備情報及び非難の勧
告・指示を防災対策支援シス
テムにより報道機関等を通じ
住民に伝達するほか、防災無
線、緊急速報メール、HP、広報
車等により住民に伝達する。

・ホームページ、SNS、IP告知
端末、有線屋外スピーカーによ
り情報伝達を行う。

・町防災行政無線、町広報車、
インターネット等、多様な情報
伝達手段を使用し周知。また、
防災情報システムにより、報道
機関への情報提供も行なう。

【課題】
・主に広報車での伝達になる
が、全町一斉に伝達する同報
系の設置が必要である。

【課題】
・高齢者等移動が容易でない
方への情報提供、安全確認に
ついて地域住民と共同した取
り組みが必要となっている。

【課題】
 ・避難行動要支援者など一部
の住民に正しく伝わらない可能
性がある。外国人を対象とした
多言語化への対応が未整備で
ある。

避難誘導体制

・地域防災計画に基づき、市職
員、消防団員、警察官、自主
防災組織等が実施する。

・避難勧告を発令した場合、広
報車による放送、町職員、消
防団による個別訪問にて、確
実に周知出来るよう対応。
・職員不足を解消するため、消
防団との連携体制を構築した。

・地域防災計画に避難実施要
領を定めている。

・基本方針は、職員初動マニュ
アルで定めている。

・基本方針は地域防災計画で
定められている。
・避難行動要支援者に対して
は、個別計画を作成し、避難支
援体制を整備している。

・避難誘導は、地域防災計画
に基づき町職員、消防職員等
が実施する。

住民等への情報
伝達の体制や方法

・地域防災計画に基づき、町職
員、消防職・団員、警察官、そ
の他指示権者の命を受けた職
員が当たる。
また、自力避難の困難な避難
行動要支援者に関しては、そ
の実態を把握しておくととも
に、事前に援助者を定めておく
等の支援体制を整備する。

・IP告知放送、広報車、緊急速
報メール、Lアラートにより伝達
する。

・ホームページ、エリアメール、
広報車などにより避難に関す
る情報及び避難の際の注意事
項等を放送している。

・基本方針は、地域防災計画
で定められている。

・町職員、消防職・団員、警察
官、その他指示権者の命を受
けた職員が当たる。基本方針
は、地域防災計画で定められ
ている。

【課題】
・災害時の具体的な避難支援
や避難誘導体制が確立されて
いないため、特に避難行動要
支援者等の迅速な避難が確保
できないおそれがある。
・洪水と土砂災害が同時に発
生した場合や、複数箇所で避
難誘導が必要となる場合、避
難誘導に必要となる人員確保
が困難となるおそれがある。

【課題】 【課題】
・災害時の具体的な避難支援
や避難誘導体制が確立されて
いないため、特に避難行動要
支援者等の迅速な避難が確保
できないおそれがある。

【課題】
・避難行動要支援者等の具体
的な避難支援や避難誘導体制
が確立されていないため、迅
速な避難が確保できないおそ
れがある。

【課題】
・具体的な避難支援や避難誘
導体制が確立されていないた
め、迅速な避難が確保できな
いおそれがある。

【課題】
・避難行動要支援者の具体的
な避難支援が確立されていな
いため、迅速な避難が確保で
きないおそれがある。

【課題】
・災害時の具体的な避難支援
や避難誘導体制が確立されて
いないため、特に避難行動要
支援者等の迅速な避難が確保
できないおそれがある。

【課題】
・洪水と土砂災害が同時に発
生した場合や、複数箇所で避
難誘導が必要となる場合、避
難誘導に必要となる人員確保
が困難となるおそれがある。

【課題】
 ・具体的な避難支援や避難誘
導体制が確立されていないた
め、迅速な避難が確保できな
いおそれがある。
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　②水防に関する事項

項　　目 旭 川 市 鷹 栖 町 東 神 楽 町 当 麻 町 比 布 町 愛 別 町 上 川 町 東 川 町 美 瑛 町

河川水位等に
係る情報提供

・市WEB、SNS等で市民に情報
を提供している。

・防災事務局では、河川管理
者が発信する水位情報2か所
と、町設置水位テレメータ2か
所で監視し、現地では町パト
ロール員と消防団員の把握す
る情報を防災事務局で共有し
対応（防災本部設置前の体
制）。

・地域防災計画により、基準、
伝達系統図を定めている。

・地域防災計画により伝達系
統図を定めている。

・地域防災計画により伝達系
統図および各基準（はん濫注
意、避難判断、はん濫危険水
位）を定めている。

・ＩＰ告知放送、広報車、サイレ
ン等により伝達する。

・役場から関係機関等への連
絡系統あり。

・地域防災計画により伝達系
統図を定めている。

・地域防災計画により、基準、
伝達系統図を定めている。

【課題】
・情報の入手しやすさ、切迫感
の伝わりやすさを向上させる必
要がある。

【課題】 【課題】
・情報の入手しやすさ、切迫感
の伝わりやすさを向上させる必
要がある。

【課題】
・重要水防箇所の情報共有が
不十分であるため、水防団員
等への周知方法が課題であ
る。

【課題】
・災害経験が少なく、スムーズ
な伝達ができるよう訓練等が
必要となっている。

【課題】
・優先的に水防活動を実施す
べき箇所の特定・共有が難し
い。

【課題】
・河川水位、洪水予報、水防警
報、重要水防箇所等の情報が
どのように活用されるべきなの
か、個々の水防団員への周知
が不充分である。

【課題】
・災害経験が少なく、スムーズ
な伝達ができるよう訓練が必
要となっている。

【課題】
・優先的に水防活動を実施す
べき箇所の特定・共有が難し
い。

・出水時前に開発局と合同点
検を行っている。

・水防管理者及び消防機関の
長は、監視員を定め、重要水
防区域の堤防及び樋門等を随
時巡視させるものとしている。

【課題】
・河川巡視等で得られた情報
について、共有が不十分であ
り、適切な水防活動に懸念が
ある。

【課題】 【課題】
・河川巡視等で得られた情報
について、共有が不十分であ
り、適切な水防活動に懸念が
ある。

【課題】
・重要水防箇所の情報共有が
不十分であるため、適切な水
防活動に懸念がある。

【課題】
具体的な巡視区間を定めてい
ない。

【課題】
・河川巡視等で得られた情報
について、共有が不十分であ
り、適切な水防活動に懸念が
ある。

・出水期前に重要水防箇所の
合同点検を実施している。

・巡視区域図により、町パト
ロール員が巡視。

・水防管理者及び消防機関の
長は、監視員を定め、重要水
防区域の堤防及び樋門等を随
時巡視させるものとしている。

・出水期前に、河川管理者と重
要水防箇所の合同巡視を実施
している。

・地域防災計画で巡視体制を
定めている。

【課題】
・水防活動を担う水防団員（消
防団員）は、水防活動に関する
専門的な知見等を習得する機
会が少なく、的確な水防活動
ができないことが懸念される。

【課題】
・巡視体制の強化が課題と
なっている。

【課題】
・具体的な巡視区間を定めて
いない。

水防資機材の
整備状況

・土木事業所、消防団詰所等
に水防資機材を保管している。

・土嚢4,800袋、作成土嚢600袋
程度を町防災倉庫に常備。
・内水排除用ユニットポンプ3
セット（借用2セット）+ポンプ1台
+ ・発電機4台（借用2台）を保
管。

・地域防災計画資料編に一覧
を掲載している。

・町水防倉庫に資機材を保管
しており、定期的に資機材の点
検を実施している。

・防災資機材として地域防災計
画に定めており、平成27年度
をもって整備を完了した。

・防災資機材として地域防災計
画に定めている。

河川巡視区間

・水防倉庫並びに水防資器材
調達先、水防用土砂採取場に
ついて地域防災計画に記載さ
れている。

・重要水防箇所等の洪水に対
してリスクが高い区間を河川管
理者と合同巡視を実施してい
る。

・監視員を定めて、随時担当区
域内の河川等を巡視してい
る。

・毎年備蓄状況の確認を行っ
ている。

・毎年備蓄状況の確認を行っ
ている

【課題】
・備蓄情報の共有が不十分で
あり、適切な水防活動に懸念
がある。

【課題】 【課題】
・水防資機材の備蓄情報の共
有が不十分であり、適切な水
防活動に懸念がある。

【課題】
・台数に限りがあるため、各関
係機関との連携・情報共有が
必要となってくる。

【課題】
・具体的な対応体制が定めら
れていないため、効果的な対
応ができるか懸念される。

【課題】
・水防資機材の備蓄情報の共
有が不十分であり、適切な水
防活動に懸念がある。

【課題】
・水防資機材の不足、劣化状
況の確認、各機関の備蓄情報
の共有等が不十分であり、適
切な水防活動に懸念がある。

【課題】
・備蓄が分散しており、使用時
運搬効率化が必要となってい
る。

【課題】
・備蓄情報の共有が不十分で
あり、適切な水防活動に懸念
がある。

水防活動の
実施体制

・消防団による定期的な水防
工法訓練の実施。

・町、消防団との連携対応プラ
ス、不足する運搬車両・操作人
等人員を災害時応援協定建設
業者の協力により対応。

・消防機関の職員及び消防団
に対し、随時水防工法につい
ての技能を習得させるため、毎
年水防訓練を実施するものと
している。

・地域防災計画により実施体
制を定めている。

・地域防災計画により実施体
制を定めている。

・地域防災計画により実施体
制を定めている。

・水防団による活動のみ。 ・地域防災計画により実施体
制を定めている。

・消防団による定期的な水防
工法訓練の実施。

【課題】
・水防活動の知識を習得する
機械が少ない。

【課題】 【課題】
・水防活動の知識を習得する
機会が少ない。

【課題】
・水防に関する知識を習得する
機会が少ないため、迅速に作
業できないことが懸念される。

【課題】
・現状ケースバイケースで、そ
の時に対応できる職員での対
応となっている。

【課題】
・水防活動に関する専門的な
知識等を習得する機会が少な
いことから、作業を的確にでき
ないことが懸念される。

【課題】
・水防活動を担う水防団員（消
防団員）は、水防活動に関する
専門的な知見等を習得する機
会が少なく、的確な水防活動
ができないことが懸念される。

【課題】
・水防団は消防からの召集と
なっており、スムーズな情報伝
達及び連携が必要となってい
る。

【課題】
・水防活動の知識を習得する
機会が少ない。

市町村庁舎、災害
拠点病院等の水害
時における対応

・水害時、浸水想定区域外の
防災センターに災害対策本部
を設置する。
・災害拠点病院については、病
院防災マニュアルに基づき、院
内の保全措置、患者等の安全
確保に努めている。

・特になし ・災害対策本部となる役場に
は非常用電源設備を整備して
いる

・災害対策本部となる役場庁
舎には、非常用電源設備を整
備している。

・災害対策本部となる役場に
は非常用電源設備を整備して
いる

・災害対策本部となる役場に
は非常用電源設備を整備して
いる。

・特になし。 ・災害対策本部となる役場に
は非常用電源設備を整備して
いる。

・災害対策本部、役場、病院、
消防には非常用電源設備を整
備している。

【課題】
・医療機能停止に備えた迅速
な対応が必要。

【課題】
・本部を運営する容量の非常
用電源がないため、停電時の
対応法を検討する。

【課題】
・役場庁舎使用不能時の対応
について検討が必要となって
いる。

【課題】
・長期的な停電に備えた燃料
の確保が必要となってくる。

【課題】
・役場庁舎使用不能時の対応
について検討が必要となって
いる。

【課題】
・庁舎の浸水害対策が不十分
である。

【課題】
・地下に電源設備があるため、
水害時に対応できない。

【課題】
・役場庁舎使用不能時の対応
について検討が必要となって
いる。

【課題】
・非常用電源設備の容量不足
が懸念される。
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　③氾濫水の排水、施設引用等に関する事項

項　　目

　④河川管理施設の整備に関する事項

項　　目

上 川 町 東 川 町 美 瑛 町

排水施設、排水資
機材の操作・運用

・管理委託を受けている樋門
等の内水排除管理を操作要領
に定めている。

・国の協力の下、関係機関が
連携した排水訓練を実施して
いる。

・施設や資機材がない。 ・水中ポンプ1台配備している。 ・災害対応用として排水資機材
等は備蓄していない。

・施設や資機材がない。

旭 川 市 鷹 栖 町 東 神 楽 町 当 麻 町 比 布 町 愛 別 町

・施設や資機材がない。 ・排水ポンプを防災機材として
備蓄している。

・排水ポンプを防災機材として
備蓄している。

【課題】
・大規模出水時に早期に排水
を行うため、既存の排水施設、
排水系等を把握し、関係機関
の連携による排水計画を検討
する必要がある。

【課題】 【課題】
・大規模出水時に早期に排水
を行うため、既存の排水施設、
排水系等を把握し、関係機関
の連携による排水計画を検討
する必要がある。

【課題】
・台数に限りがあり、大規模出
水時に対応できない場合も想
定されるため、各関係機関との
連携・情報共有が必要となって
くる。

【課題】
・大規模出水時に早期に排水
を行うため、既存の排水施設、
排水系等を把握し、対応方法
について検討する必要があ
る。

【課題】
・広域的な資機材等の保有状
況や、非常時における支援要
請手順について、共有が不十
分である。

【課題】
・水防活動を担う水防団員（消
防団員）は、水防活動に関する
専門的な知見等を習得する機
会が少なく、的確な操作・運用
ができないことが懸念される。

【課題】
・台数が限られることから、必
要に応じ他自治体や関係機関
からの借用が必要となってい
る。

【課題】
・台数が限られることから、必
要に応じ他自治体や関係機関
からの借用が必要となってい
る。

既存ダムにおける
洪水調節の現状

堤防等河川管理施
設の現状の整備状
況及び今後の整備
内容

【課題】

旭 川 市 鷹 栖 町 東 神 楽 町 当 麻 町 比 布 町 愛 別 町 上 川 町 東 川 町 美 瑛 町

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【課題】 【課題】 【課題】【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】
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（１）現状の水害リスク情報や取組状況の共有
　①情報伝達、避難計画等に関する事項

項　　目

【課題】 【課題】

【課題】 【課題】

避難誘導体制

・自治体の地域防災計画に基づき、
難誘導にあたる

【課題】
・観測局が欠測となったときや通信回
線途絶時（インターネット回線）につい
ては、市町村へはFAXにより情報提
供が可能であるが、住民への情報提
供方法を検討する必要がある。

【課題】 【課題】【課題】 【課題】 【課題】住民等への情報
伝達の体制や
方法

・河川情報システムで収集した雨量・
河川水位等の情報を国土交通省の
HP（川の防災情報）に提供している。

・規制が必要な場合はパトカーなどに
よる広報を実施する。

・特別警報・警報・注意報及び洪水予
報等の情報をホームページやテレビ・
ラジオを通じて伝達している。

・河川水位、洪水予報、ライブ映像等
の情報をホームページやテレビを通じ
て伝達している。

避難場所・
避難経路

・市町村の災害対策基本法に基づく
指定緊急避難場所及び指定避難所
の指定について支援している。

・交番・駐在所勤務員への避難場所・
避難経路に関する教育を実施してい
る。

・浸水想定区域図を作成し公表するな
ど、自治体が作成するハザードマップ
の作成支援を実施している。

【課題】 【課題】 【課題】【課題】 【課題】 【課題】避難勧告等の
発令基準

・避難勧告等の発令に着目したタイム
ラインの作成に協力。
・特別警報・警報・注意報を発表して
いる（警戒期間、注意期間、ピークの
時間、最大雨量などの予測値を発
表）。

・避難勧告等の発令に着目したタイム
ラインを作成している。

【課題】
・全道的にもなかなか指定が進んでい
ない現状もあり、防災担当会議等で
推進を図っている。

【課題】
・勤務員の入れ替わりが激しいため、
地域住民等に対し的確な誘導等を行
えるよう継続的な教育実施する必要
がある。

【課題】 【課題】洪水時における
河川管理者等か
らの情報提供等
の内容及び
タイミング

・北海道水防計画の規定に基づき、
水防警報、水位周知、雨量及び水位
通報を行っている。

・避難勧告の発令の目安となる氾濫
危険情報の発表等の洪水予報を気象
台と共同で実施している。
・特別警報・ 警報･注意報を発表して
いる(警戒期間、注意期間、ピークの
時間帯、最大雨量などの予測値を記
述)。

・避難勧告の発令の目安となる氾濫
危険情報の発表等の洪水予報を気象
台と共同で実施している。
・重大災害の発生のおそれがある場
合には、旭川河川事務所長から自治
体の首長に情報伝達（ホットライン）を
実施している。

【課題】
・住民が各基準水位の意味や重要度
などを十分に理解していないことが懸
念されるため、きめ細かな周知が必
要である。

上川総合振興局 北海道警察 旭川方面本部 陸上自衛隊 第二師団旭川地方気象台旭川開発建設部

【課題】
・ 洪水予報等の防災情報が受け手側
にとってわかりにくいこともあり、防災
情報の持つ意味や、防災情報を受け
た場合の対応について、住民等の認
識が不充分であることが懸念される。
・L1（計画規模）からL2（想定最大規
模）に危険度が上昇する際に、水位・
降雨状況を鑑みた助言タイミングの検
討が必要。
・避難勧告発令の判断材料として、首
長から浸水や被害予測などを問われ
ることが想定され、備える必要があ
る。

【課題】近年、線状降雨等の降雨形態
が変化しており、急激な水位上昇によ
り勧告から避難までのリードタイムが
確保できない場合がある。
・避難勧告発令の判断材料として、浸
水や被害予測などを問われることが
想定され、備える必要がある。

【課題】
・国が作成しているのは氾濫水に対し
てのみであり、土砂災害、内水を考慮
した避難場所の検討、避難経路の設
定、外力によっては広域避難計画の
検討が必要。
・L1、L2など洪水外力に応じた、避難
場所・避難経路の使い分けが必要。
・直轄河川よりも先に中小支川が氾濫
するが、浸水想定区域図には反映さ
れていない。

【課題】
・情報の入手しやすさや切迫感の伝
わりやすさを向上させる必要がある。
・河川敷利用者への周知方法。
・SNS等のビッグデータの活用。

【課題】 【課題】【課題】

【課題】
・各自治体、各機関との情報共有が
必要

【課題】

【課題】 【課題】 【課題】【課題】【課題】

別 紙 ―  １ ― ②
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　②水防に関する事項

項　　目

【課題】
・情報の入手しやすさや切迫感の伝わり
やすさを向上させる必要がある。
・河川敷利用者への周知方法。
・SNS等のビッグデータの活用。

【課題】
・管理延長が長く、リスクが高い箇所が点
在し大規模出水時には対応が困難になる
おそれがある。
・重要水防箇所の設定根拠を自治体担当
者に説明することで理解を深める。

【課題】【課題】【課題】
・水防資機材の不足、劣化状況の確認、
各機関の備蓄情報の共有等が不十分で
あり適切な水防活動に懸念がある。

【課題】 【課題】【課題】 【課題】 【課題】

河川水位等に
係る情報提供

・河川情報システムで収集した雨量・
河川水位等の情報を国土交通省のＨ
Ｐ（川の防災情報）に提供している。
・基準観測所の水位により水防警報を
発表している。

・河川水位、洪水予報、ライブ映像等の情
報をホームページやテレビを通じて伝達し
ている。
・基準観測所の水位に応じて水防警報を
発表している。

【課題】
・情報の入手しやすさや切迫感の伝わ
りやすさを向上させる必要がある。

上川総合振興局 北海道警察 旭川方面本部 陸上自衛隊 第二師団旭川地方気象台旭川開発建設部

水防資機材の
整備状況

・水防資材は、防災資材センターに保
有している。

・旭川河川事務所、河川防災ステーショ
ン、水防拠点に水防資機材を備蓄してい
る。

【課題】
・管理延長が長く、リスクが高い箇所
が点在し大規模出水時には対応が困
難になるおそれがある。

【課題】 【課題】【課題】 【課題】 【課題】

河川巡視区間

・平常時・出水時の巡視のほか、出水
期前には重要水防箇所等の洪水に対
してリスクが高い区間の点検・巡視を
実施している。

・平常時・出水時の巡視のほか、出水期前
には自治体と河川管理者が重要水防箇所
等の洪水に対してリスクが高い区間の合
同巡視を実施している。

【課題】
・有事の際には、管内の各関係機関
相互で水防資材を融通できるようにす
る仕組み作りが必要である。

【課題】 【課題】 【課題】

市町村庁舎、災
害拠点病院等の
水害時における
対応

【課題】 【課題】 【課題】【課題】【課題】 【課題】 【課題】
水防活動の
実施体制

【課題】 【課題】 【課題】【課題】【課題】 【課題】 【課題】
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　③氾濫水の排水、施設引用等に関する事項

項　　目

　④河川管理施設の整備に関する事項

項　　目 旭川開発建設部

【課題】
・計画断面に対して高さや幅が不足し
ている堤防や、流下断面が不足して
いる河道があり、洪水により氾濫する
おそれがある。
・高流速発生による河岸侵食、堤防決
壊のおそれがある。

堤防等河川管理
施設の現状の整
備状況及び今後
の整備内容

・計画断面に満たない堤防や流下能
力が不足する箇所に対し、上下流バ
ランスを踏まえ堤防整備、河道掘削な
どを推進している。

【課題】 【課題】 【課題】【課題】 【課題】 【課題】

上川総合振興局 北海道警察 旭川方面本部 陸上自衛隊 第二師団旭川地方気象台

既存ダムにおけ
る洪水調節の
現状

【課題】 【課題】
排水等に関する専門的な器材等に
関して他機関等からの借受・情報提
供が必要。

【課題】

排水施設、排水
資機材の操作・
運用

・水防体制強化のため、水防資機材
を活用し、関係機関が連携した水防
訓練に参加している。
・樋門の操作点検を出水期前に実施
している。
・水防資機材は防災資材センター等
に保管しており、非常時においては水
防団体等へ貸し出しが可能である。

・大雪ダム・忠別ダムにより洪水を貯
留し、下流域の被害を軽減している
・ダム流域内総雨量又はダム流入量
が基準に達した場合や、流域市町村
に降雨に関する注意報又は警報が発
せられ洪水の発生が予想される場
合、洪水警戒体制に入り、ダム下流
の関係機関に対して「洪水警戒体制」
を通知している。
・洪水吐からの放流前に関係機関へ
通知するとともに、ダム下流におい
て、警報局のサイレン及び警報車によ
る巡回を行っている。

【課題】 【課題】【課題】
・樋門操作員の高齢化、人手不足。
・メーカーによる部品の保有期間が終
了し、故障した場合に交換部品がな
いなどの支障がある。

上川総合振興局 北海道警察 旭川方面本部 陸上自衛隊 第二師団旭川地方気象台旭川開発建設部
・排水ポンプ車や照明車等の災害対
策車両・機器において、平常時から定
期的な保守点検・操作訓練を行い、災
害発生による出動体制を確保してい
る。
・保有する水防資機材は非常時にお
いては水防団等へ貸し出しが可能で
ある。
・樋門の操作点検を出水期前に実施
している。
・樋門、水門の操作訓練を出水期前
に実施している。
・地元自治体、地域住民と合同で訓練
を開催している。

【課題】
・広域的な資機材等の保有状況や、
非常時における支援要請手順につい
て、共有が不十分である。
・樋門操作員の高齢化、人手不足。
・メーカによる部品の保有期間が終了
し、故障した場合に交換部品がないな
どの支障がある。

6



○概ね５年で実施する取組
具体的な取組の柱

事　項

具体的取組

１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

■危機管理型ハード対策

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

２）大規模水害に対し、迅速・確実な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する事項

⑤SNS、防災ラジオ、緊急エリアメール、コ
ミュニティーFM等の様々な情報伝達手段に
よる情報発信を実施。
（多言語化対応含む）

H、I、J 平成28年度から検討・実施 活用○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

④想定最大規模の洪水を踏まえた避難方
法・避難場所の見直しを実施するとともに、
隣接市町村を含めた広域避難計画に関す
る検討を行う

G、H、K 平成28年度から検討・実施 ○ ○ ○ ○

③避難行動要支援者の避難支援体制の構
築及び避難訓練の実施

K 平成28年度から検討・実施 ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

○

②わかりやすい洪水予報伝文への改良を
行う

A、N 平成28年度実施 ○ ○

①円滑かつ迅速な避難行動のため、避難
勧告等の発令に着目したタイムラインの作
成及び精度向上を行う

B、C、D 平成28年度実施 ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
⑤避難場所の明確化（避難誘導のための
看板設置等）に関する取組を行う
（多言語化対応含む）

G、J 平成28年度から検討・実施 活用○ ○ ○ ○

④SNS、防災ラジオ、緊急エリアメール、コ
ミュニティーFM等の様々な情報伝達手段
の整備
（多言語化対応含む）

Ｈ、Ｉ、Ｊ 平成28年度から検討・実施 活用○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

○

③迅速な水防活動に資するための水防拠
点整備や、洪水の長期化に備えた水防資
機材の整備について検討

Q
～平成32年度
（振興局：～平成33年度）

○ ○

②円滑な避難活動や水防活動を支援する
ため、簡易水位計や量水標、CCTVカメラ
の設置

M
平成28年度から実施
（振興局：平成30年度から実施）

○ ○ 活用

①住民の避難行動を促し、迅速な水防活
動を支援するため、スマートフォンを活用し
たリアルタイム情報の提供システム構築

Ａ 平成28年度から実施 ○

旭
川
市

活用

①堤防天端の保護
②堤防裏法尻の補強

Ｖ
～平成32年度
（振興局：～平成33年度）

○ ○

鷹
栖
町

地
域
住
民

①河道掘削、河道内伐木
②浸透対策
③侵食対策

Ｖ
～平成32年度
（振興局：～平成33年度）

○ ○

美
瑛
町

東
神
楽
町

当
麻
町

比
布
町

愛
別
町

上
川
町

東
川
町

課題の対応 目標時期

実　　施　　す　　る　　機　　関

旭
川
開
発

建
設
部

旭
川
地
方

気
象
台

上
川
総
合

振
興
局

北
海
道

警
察
旭
川

方
面
本
部

陸
上
自
衛
隊

第
二
師
団

別 紙 ―  ２― ①

7



具体的な取組の柱
事　項

具体的取組

２）大規模水害に対し、迅速・確実な避難行動のための取組

■平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

３）洪水氾濫被害軽減のための的確な水防活動に関する取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

■市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

４）都市機能や社会経済活動の早期復旧のための取組

■氾濫水の排水、施設運用等に関する取組

③内水被害常襲箇所の把握と、効果的な
排水を行う為の排水ポンプ設置箇所検討
及び、釜場等の整備

T 平成28年度から検討・実施 ○

○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

⑤広報誌やHP等により、水防団員の拡充
を図る

R 引き続き実施

○ ○ ○ ○ ○

②迅速な氾濫水の排水を行う為、排水ポン
プ車等の操作訓練を行う

T 引き続き実施 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○○ ○ ○ ○

③流域市町村の防災担当者、水防資機材
等の情報共有を行う

Q、U 引き続き実施 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

④広報誌やHP等により、水防協力団体の
募集・指定の促進を図る

L 平成28年度から検討・実施 ○ ○ ○ ○○

○ ○ ○ ○ ○

○○ ○ ○ ○ ○ ○

①毎年、重要水防箇所の見直しを実施す
るとともに、関係機関・水防団等が参加す
る水害リスクの高い箇所の共同点検を実
施

O、P 引き続き実施 ○ ○

○ ○ ○ ○

②市町村防災担当職員を対象とする防災
対応力の向上を図る取組を行う

Ａ 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○

参加○ ○ ○ ○○○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
⑤関係機関及び、住民等を対象とした災害
図上訓練（DIG訓練）等、水防災に関する訓
練・講習会の開催

A、E、R 引き続き実施 ○ ○ ○ 参加○ ○ ○ ○

④小中学生を中心とした石狩川の洪水の
特徴を踏まえた防災教育の実施

A 平成28年度から検討・実施 ○ ○ ○ ○ ○ 参加○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

○

○○ ○ ○ ○
③想定最大規模の洪水に係る浸水想定区
域図に基づいた、まるごとまちごとハザード
マップの作成と周知（多言語化対応含む）

G、J 平成28年度から検討・実施 ○ ○

活用○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

旭
川
市

活用○ ○ ○ ○

②想定最大規模の洪水に係る浸水想定区
域図に基づいたハザードマップの作成と周
知
（多言語化対応含む）

G、J 平成28年度から検討・実施 ○ ○

鷹
栖
町

地
域
住
民

①想定最大規模も含めた浸水想定区域
図、浸水シミュレーション、家屋倒壊等氾濫
想定区域の作成・公表（多言語化対応含
む）

F、J 平成28年度から検討・実施 ○ ○

美
瑛
町

東
神
楽
町

当
麻
町

比
布
町

愛
別
町

上
川
町

東
川
町

課題の対応 目標時期

実　　施　　す　　る　　機　　関

旭
川
開
発

建
設
部

旭
川
地
方

気
象
台

上
川
総
合

振
興
局

北
海
道

警
察
旭
川

方
面
本
部

陸
上
自
衛
隊

第
二
師
団

⑥住民・観光滞在者等の水防災意識啓発
のための広報の充実（多言語化対応含む）

I、J 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 活用

①浸水想定区域内の拠点施設に対する水
害リスクを把握し、機能維持に関する検討
を実施

S 平成29年度から検討・実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

①排水ポンプ車等の災害対策車の出動要
請方法等に関する確認

U 平成28年度から実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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○概ね５年で実施する取組

項目 事項 内容
課題の
対応

１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

■危機管理型ハード対策

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・防災無線、
HP、Facebookに
ついては整備
済。
【平成24年度整
備済み】
・防災無線につ
いて現在のアナ
ログ無線から新
方式に移行を予
定。
【平成29年度
検討・実施】
・インバウンドの
増加を踏まえた
多言語対応の検
討を実施
【平成28年度か
ら検討・実施】

・ホームページ、
SNS、IP告知端
末、有線屋外ス
ピーカーにより
情報伝達を行
う。
【平成22年度
整備済み】

・防災行政無線
以外の効果的な
情報伝達手段に
ついて検討す
る。
【平成28年度
から検討・実施】

・全戸にIP告知
放送端末器完
備。
【平成22年度整
備済み】
・緊急エリアメー
ルについて各携
帯キャリアとの
契約実施済。
【平成25年度整
備済み】
・手段の多様化
について検討を
開始する。
【平成29年度検
討・実施】

・層雲峡地区に
おいて屋外ス
ピーカー(同報
系)を設置する。
【平成28年度
から検討・実施】

・防災行政無線
以外の効果的な
情報伝達手段に
ついて検討。
【平成28年度
から検討・実施】

・手段の多様化
について検討を
開始する。
【平成28年度
から検討・実施】
・インバウンドの
増加を踏まえた
多言語対応の検
討を実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・多言語化を含
め、わかりやす
い看板表示に変
更。
【平成28年度
から検討・実施】

・避難誘導看板
の設置検討。
【平成28年度か
ら検討・実施】

・現在も日本語、
英語併記の看板
はあるが、新た
な避難所等を指
定する予定であ
り、それらを整備
していく。
【～平成32年度】

・看板設置済み
【平成22年度
整備済み】
・多言語化を含
めた、わかりや
すい看板の設置
の検討及び実
施。
【～平成32年度】

・インバウンド対
策を含めた、わ
かりやすい看板
表示の検討を実
施し、優先度を
踏まえた看板更
新の検討及び実
施。
【～平成32年度】

・避難場所の看
板設置済み
（12か所）。
【平成24年度整
備済み】
・わかりやすい
看板表示の検討
を実施し、優先
度を踏まえ看板
の更新を実施。
【～平成32年度】

・看板設置済
み。
【平成23年度
整備済み】
・インバウンドに
対応した多言語
化を踏まえた看
板等の検討。
【平成30年度
から検討・実施】

・避難誘導看板
の設置検討。
【平成28年度
から検討・実施】

・多言語化を含
め、わかりやす
い看板表示に変
更。
【平成28年度
から検討・実施】

V

・堤防の天端舗
装や法尻補強を
実施。
 【～平成32年
度】

・堤防の天端舗
装を実施
【～平成33年度】

陸上自衛隊
第二師団

東 神 楽 町 当 麻 町 比 布 町 愛 別 町 上 川 町 東 川 町 美 瑛 町旭 川 市 鷹 栖 町

⑤避難場所の明確
化（避難誘導のため
の看板設置等）に関
する取組を行う
（多言語化対応含
む）

①住民の避難行動
を促し、迅速な水防
活動を支援するた
め、スマートフォンを
活用したリアルタイ
ム情報の提供シス
テム構築

②円滑な避難活動
や水防活動を支援す
るため、簡易水位計
や量水標、CCTVカメ
ラの設置

③迅速な水防活動
に資するための水防
拠点整備や、洪水の
長期化に備えた水防
資機材の整備につ
いて検討

・簡易水位計や
量水標、CCTVカ
メラの設置。
【平成28年度
から実施】

・洪水時の避難
勧告等の発令判
断に活用する簡
易水位計の設置
【平成30年度～】

④SNS、防災ラジオ、
緊急エリアメール、コ
ミュニティーFM等の
様々な情報伝達手
段の整備
（多言語化対応含
む）

G、J

旭川開発建設部
旭川

地方気象台
上川

総合振興局
北海道警察

旭川方面本部

・堤防整備、河
道掘削、河道内
伐木を実施
【～平成33年度】

・防災ラジオ、Ｆ
Ｍ緊急放送割込
み放送システム
の導入等、情報
伝達手段の多様
化を検討。
・インバウンドの
増加を踏まえた
多言語対応の検
討を実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・現時点では、緊
急速報メール等
で周知

・河道掘削、河道内
伐木
・浸透対策
・浸食対策

・堤防天端の保護
・堤防裏法尻の補強

V

Ａ

M

・スマートフォン
を活用した情報
発信を実施。
【平成28年度
から実施】

Q

H、I、J

・管内における
水防拠点の配置
検討及び、水防
資機材に関する
検討を行い、必
要箇所への整備
を実施。
【～平成32年度】

・迅速な水防活
動を実施支援す
るため、水防資
機材・水防拠点
の整備
【平成28年度～】

・河道掘削、浸
透・侵食対策を
実施。
 【～平成32年
度】

別 紙 ―  ２ ― ②
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項目 事項 内容
課題の
対応

２）大規模水害に対し、迅速・確実な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する事項

・防災無線、
HP、Facebookに
ついては整備
済。
【平成24年度整
備済み】
・防災無線につ
いて現在のアナ
ログ無線から新
方式に移行を予
定。
【平成29年度
から検討・実施】
・インバウンドの
増加を踏まえた
多言語対応の検
討を実施
【平成28年度
から検討・実施】

・ホームページ、
SNS、IP告知端
末、有線屋外ス
ピーカーにより
情報伝達を行
う。
【平成22年度
整備済み】

・防災行政無線
以外の効果的な
情報伝達手段に
ついて検討す
る。
【平成28年度
から検討・実施】

・全戸完備のＩＰ
告知放送端末器
による情報発信
の実施。
【平成22年度
から引き続き実
施】
・緊急エリアメー
ルを活用した情
報発信の実施。
【平成25年度
から引き続き実
施】

・エリアメールに
ついて引き続き
活用。
・層雲峡地区に
おいて屋外ス
ピーカー(同報
系)を新たに設置
し情報発信の強
化。
【平成28年度
から検討・実施】

・避難情報や避
難所開設につい
て、町民への効
果的な周知方法
の検討。
【平成28年度
から検討・実施】

・緊急速報メー
ル等の情報伝達
を継続するととも
に、情報伝達手
段の多様化を検
討。
【引き続き実施】
・インバウンドの
増加を踏まえた
多言語対応の検
討を実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・町職員も含め、
地区毎に避難行
動要支援者への
支援体制を踏ま
えたHUG訓練な
どを継続実施す
る。
【引き続き実施】

・避難行動要支
援者に対する個
別計画の策定及
び、それに基づく
避難訓練の実施
を検討する。
【平成29年度
から検討・実施】

・避難行動要支
援者（高齢者、
障がい手帳所有
者等）に対し、個
別に避難計画を
作成。
【平成30年度
から検討・実施】
・避難訓練実施
の検討。
【平成30年度
から検討・実施】

・避難行動要支
援者に対する支
援計画の作成。
・避難訓練の
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・避難行動要支
援者に対する個
別計画の策定及
び、それに基づく
避難訓練の実施
を検討する。
【平成28年度
から検討・実施】

・地域自治組織
と連携した避難
行動要支援者支
援体制の構築検
討。
【平成28年度
から検討・実施】

・避難勧告等の
発表の対象区域
や避難の切迫性
が避難行動要支
援者に確実に伝
わるよう避難支
援体制の検討を
実施する。
【平成28年度
から検討・実施】

・広域避難計画
の検討。
【平成30年度
から検討・実施】

・広域避難計画
の検討。
【平成30年度
から検討・実施】

・近隣市町と広
域避難計画につ
いて検討する。
【平成28年度
から検討・実施】

・近隣市町と広
域避難計画につ
いて検討する。
【平成28年度
から検討・実施】

・近隣市町と広
域避難計画につ
いて検討する。
【平成28年度
から検討・実施】

・近隣市町と広
域避難計画につ
いて検討する。
【平成29年度
から検討・実施】

・近隣市町と広
域避難計画につ
いて検討する。
【～平成32年度】

・近隣市町との
広域避難に関す
る調整、避難経
路策定を検討す
る。
【平成29年度
から検討・実施】

・近隣市町と広
域避難計画につ
いて検討する。
【平成29年度
から検討・実施】

・避難勧告等の
発令に着目した
タイムラインの作
成
【平成28年度実
施】

・避難勧告等の
発令に着目した
タイムラインの作
成
【平成28年度実
施】

・発表の対象区
域や避難の切迫
性が確実に伝わ
るよう改良を実
施。
【平成28年度実
施】

・発表の対象区
域や避難の切迫
性が確実に伝わ
るよう改良を実
施。
【平成28年度実
施】

・避難勧告等の
発令に着目した
タイムラインを作
成済。
【平成28年度実
施済み】

・避難勧告等の
発令に着目した
タイムラインの作
成
【平成28年度実
施】

・避難勧告等の
発令に着目した
タイムラインの作
成
【平成28年度実
施】

・避難勧告等の
発令に着目した
タイムラインの作
成
【平成28年度実
施】

・避難勧告等の
発令に着目した
タイムラインの作
成
【平成28年度実
施】

・避難勧告等の
発令に着目した
タイムラインの作
成
【平成28年度実
施】

・避難勧告等の
発令に着目した
タイムラインの作
成
【平成28年度実
施】

鷹 栖 町
陸上自衛隊
第二師団

①円滑かつ迅速な
避難行動のため、避
難勧告等の発令に
着目したタイムライン
の作成及び精度向
上を行う

②わかりやすい洪水
予報伝文への改良
を行う

B、C、D

A、N

・国及び市町村
が作成するタイ
ムラインへの協
力
【平成29年度～】

・流域全市町村
とのタイムライン
（簡易版）作成を
実施。
【平成28年度実
施】

東 神 楽 町 当 麻 町 比 布 町 愛 別 町 上 川 町 東 川 町 美 瑛 町旭川開発建設部
旭川

地方気象台
上川

総合振興局
北海道警察

旭川方面本部
旭 川 市

K

・避難行動要支
援者名簿を活用
した避難支援体
制を地域町内会
と連携して構築
する。
【平成28年度
から検討・実施】

・避難行動要支
援者の避難支援
体制（個別避難
計画）の構築及
び避難訓練の実
施
【平成29年度
から検討・実施】

G、H、K

H、I、J

・SNS、緊急速報
メール等の情報
伝達を継続する
とともに、情報伝
達手段の多様化
を検討。
【引き続き実施】
・インバウンドの
増加を踏まえた
多言語対応の検
討を実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・避難情報や避
難所開設につい
て、町民への効
果的な周知方法
の検討。
【平成28年度
から検討・実施】

③避難行動要支援
者の避難支援体制
の構築及び避難訓
練の実施

④想定最大規模の
洪水を踏まえた避難
方法・避難場所の見
直しを実施するととも
に、隣接市町村を含
めた広域避難計画
に関する検討を行う

⑤SNS、防災ラジオ、
緊急エリアメール、コ
ミュニティーFM等の
様々な情報伝達手
段による情報発信を
実施
（多言語化対応含
む）
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項目 事項 内容
課題の
対応

２）大規模水害に対し、迅速・確実な避難行動のための取組

■平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

・関係機関と連
携し、効果的な
訓練を検討す
る。
【平成30年度
から検討・実施】

・防災意識向上
のための講習会
実施の検討。
【平成28年度
から検討・実施】

・避難訓練に合
わせて講習会を
実施。
【引き続き実施】

・避難時の水防
災に関する意識
向上のための講
習会の実施の検
討。
【平成28年度
から検討・実施】

・関係機関と連
携し、効果的な
訓練の検討
【平成29年度
から検討・実施】

・避難時の水防
災に関する意識
向上のための講
習会の実施の検
討。
【平成28年度
から検討・実施】

・ホームページ
や広報誌等を活
用し水防災意識
啓発の広報活動
を実施する。
【平成30年度
から検討・実施】

・インバウンド対
策を含めた、効
果的な広報の検
討｡
【平成29年度
から検討・実施】

・インバウンドに
対応した多言語
化等を踏まえた
広報手段の検討
実施。
【平成29年度
から検討・実施】

・イベント開催時
に合わせた啓蒙
活動を行う。
【平成28年度
から検討・実施】
・インバウンドに
対応した多言語
化を踏まえた広
報の検討。
【平成30年度
から検討・実施】

・HPの活用や講
習等により、広
報の充実とイン
バウンドに対応
した多言語化等
を踏まえた広報
手段の検討。
【平成29年度
から検討・実施】

・HPの活用、広
報、町内会等関
係機関と協力し
て水防災意識啓
発のための広報
の充実を図り対
応する。
【引き続き実施】
・インバウンドに
対応した多言語
化等を踏まえた
広報手段の検討
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

⑥住民・観光滞在者
等の水防災意識啓
発のための広報の
充実
（多言語化対応含
む）

I、J

・関係機関と協
力して対応す
る。
【引き続き実施】

・関係機関と協
力して対応す
る。
【引き続き実施】

・ミニ広報誌や各
種イベント時に
街頭啓発を行
う。
・110番通報受理
時における通訳
を含めた三者通
話システムの活
用。
・外国語対応可
能職員の配置。
【引き続き実施】

・自衛隊の災害
派遣に関する事
項について情報
提供。
【引き続き実施】

・HPの活用や講
習等により、広
報の充実を図
る。
【引き続き実施】
・インバウンドに
対応した多言語
化等を踏まえた
広報手段の検討
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・住民の水防災
意識啓発のため
の広報活動実施
【平成28年度
から検討・実施】

・HP、SNS等を
活用。分かりや
すい広報活動に
努める。
・インバウンドの
増加を踏まえた
多言語対応の検
討を実施。
【～平成32年度】

A、E、R

・あらたな浸水想
定区域図に基づ
く、まるごとまち
ごとハザードマッ
プの作成を検討
する。
【平成29年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水ハザード
マップとの整合
や、インバウンド
に対応した多言
語化等を踏まえ
た、まるごとまち
ごとハザードマッ
プの検討を実
施。
【平成30年度
から検討・実施】

・あらたな浸水想
定区域図に基づ
く、まるごとまち
ごとハザードマッ
プの作成を検討
する。
【平成28年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水ハザード
マップとの整合
や、インバウンド
に対応した多言
語化等を踏まえ
た、まるごとまち
ごとハザードマッ
プの検討を実
施。
【平成29年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水ハザード
マップとの整合
や、インバウンド
に対応した多言
語化等を踏まえ
た、まるごとまち
ごとハザードマッ
プの検討を実
施。
【平成29年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水ハザード
マップとの整合
や、インバウンド
に対応した多言
語化等を踏まえ
た、まるごとまち
ごとハザードマッ
プの検討を実
施。
【平成28年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水ハザード
マップとの整合
や、インバウンド
に対応した多言
語化等を踏まえ
た、まるごとまち
ごとハザードマッ
プの検討を実
施。
【平成28年度
から検討・実施】

④小中学生を中心と
した石狩川の洪水の
特徴を踏まえた防災
教育の実施

A

・出前講座等を
積極的に行って
いく。
【引き続き実施】
・防災教育副読
本を作成。
【平成29年度実
施】

・関係機関と協
力して対応す
る。
【引き続き実施】

・地域の要望等
を踏まえながら
関係機関と共に
取り組んで行く。
【引き続き実施】

・小中学校にお
ける防災講話の
実施。
【引き続き実施】

・自衛隊の災害
派遣に関する
事項について情
報提供。
【引き続き実施】

・防災センター施
設見学等の利用
促進について検
討。
【平成28年度
から検討・実施】

・学校と協議し、
実施を検討す
る。
【平成28年度
から検討・実施】

・教育委員会と
連携し、効果的
な教育を検討す
る。
【～平成32年度】

・教育委員会と
連携し、効果的
な対応を検討す
る。
【平成30年度
から検討・実施】

・学校及び教育
委員会と協議
し、実施を検討
する。
【平成28年度
から検討・実施】

・出前講座を活
用した防災教育
の実施。
【平成30年度
から検討・実施】

・学校と協議し、
実施を検討す
る。
【平成28年度
から検討実施】

・学校と協議し、
実施を検討。
【平成28年度
から検討・実施】

・町職員も含め、
地区毎にHUG訓
練などを実施、
今後も順次行っ
ていく。
【引き続き実施】

・教育委員会と
連携し、効果的
な対応を検討
し、関係機関と
協力して対応す
る。
【平成28年度
から検討・実施】

③想定最大規模の
洪水に係る浸水想定
区域図に基づいた、
まるごとまちごとハ
ザードマップの作成
と周知
（多言語化対応含
む）

②想定最大規模の
洪水に係る浸水想定
区域図に基づいたハ
ザードマップの作成
と周知
（多言語化対応含
む）

G、J

・ハザ－ドマップ
等作成の支援
【平成28年度か
ら検討・実施】

・想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域図に
基づいたハザー
ドマップの検討・
作成を行う。
・インバウンドに
対応したハザー
ドマップ等の検
討・作成を行う。
【平成28年度
から検討・実施】

・現状のハザー
ドマップと、想定
最大規模の洪水
に係る浸水想定
区域図の比較検
討
【平成28年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水に係る新
たな浸水想定区
域図に基づいた
ハザードマップ
の検討・作成を
行う。
・インバウンドの
増加を踏まえた
多言語対応の検
討を実施。
【平成29年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域図に
基づいたハザー
ドマップの検討・
作成を行う。
【平成30年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域図に
基づいたハザー
ドマップの検討・
作成を行う。
【平成28年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域図に
基づいたハザー
ドマップの検討・
作成を行う。
・インバウンドに
対応したハザー
ドマップ等の検
討・作成を行う。
【平成29年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域図に
基づいたハザー
ドマップの検討・
作成を行う。
【平成29年度
から検討・実施】
・インバウンドに
対応した多言語
化を踏まえたハ
ザードマップ等
の検討。
【平成30年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域図に
基づいたハザー
ドマップの検討。
【平成28年度
から検討・実施】

・想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域図に
基づいたハザー
ドマップの検討・
作成を行う。
【平成28年度
から検討・実施】
 ・インバウンドに
対応したハザー
ドマップ等の検
討・作成を行う。
【平成28年度
から検討・実施】

旭川開発建設部
旭川

地方気象台
上川

総合振興局
北海道警察

旭川方面本部
陸上自衛隊
第二師団

旭 川 市 鷹 栖 町 東 神 楽 町 当 麻 町 比 布 町 愛 別 町 上 川 町 東 川 町 美 瑛 町

F、J

・平成28年度中
に作成・周知を
行う。
【平成28年度か
ら検討・実施】
・インバウンドに
対応した浸水想
定区域図等の検
討・作成。
【平成29年度
から検討・実施】

・道管理の水位
周知河川につい
て、順次、洪水
浸水想定区域図
等の作成・周知
を行う。
【平成28年度か
ら検討・実施】

①想定最大規模も含
めた浸水想定区域
図、浸水シミュレー
ション、家屋倒壊等
氾濫想定区域の作
成・公表
（多言語化対応含
む）

G、J

・ハザ－ドマップ
等作成の支援
【平成28年度か
ら検討・実施】

・想定最大規模
の洪水ハザード
マップとの整合
や、インバウンド
に対応した多言
語化等を踏まえ
た、まるごとまち
ごとハザードマッ
プの検討を実
施。
【平成28年度
から検討・実施】

・あらたな浸水想
定区域図に基づ
く、まるごとまち
ごとハザードマッ
プの作成を検討
する。
【平成29年度
から検討・実施】

・ハザードマップ
等作成のための
支援データ（浸
水域の避難歩行
困難マップ、浸
水想定区域公共
施設合成図、水
位観測所、警
察、病院、避難
所等）提供を行
う。
【平成28年度
から検討・実施】

同上

・各機関が実施
する防災訓練等
への参加・協
力。
【引き続き実施】

・水害が予想さ
れる地域の交番
連絡協議会など
で注意喚起を行
う。
【引き続き実施】

・引き続き各機
関が実施する防
災訓練等への参
加・協力。
【引き続き実施】

・避難時の水防
災に関する意識
向上のための講
習会を実施。
【平成29年度
から検討・実施】

・関係機関と協
力し、住民等を
対象とした水防
災に関する訓
練・講習会を開
催
【引き続き実施】

・地元自治体、
地域住民と合同
で訓練を開催。
【引き続き実施】

・消防団水防活
動実績のHP公
開。
【平成28年度
から検討・実施】
・出前講座等を
積極的に行って
いく。
・イベント開催時
に合わせた啓蒙
活動。
・ダム見学会の
開催。
【引き続き実施】

⑤関係機関及び、住
民等を対象とした災
害図上訓練（DIG訓
練）等、水防災に関
する訓練・講習会の
開催

・各機関が実施
する防災訓練等
への参加・協
力。
【引き続き実施】
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項目 事項 内容
課題の
対応

３）洪水氾濫被害軽減のための的確な水防活動に関する取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

■市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項
・旭川開建から
の想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域公共
施設合成図情報
等を踏まえ、該
当施設及び水害
リスクを把握し、
効果的な対応を
検討する。
【平成29年度
から検討・実施】

・オサラッペ川の
浸水想定区域図
（想定最大規模）
より点検し、該当
施設が無いこと
を確認済。

・旭川開建から
の想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域公共
施設合成図情報
等を踏まえ、該
当施設及び水害
リスクを把握し、
効果的な対応を
検討する。
【平成31年度
から検討・実施】

・広報誌、ホーム
ページ等により
水防活動の担い
手となる、消防
団員の募集を継
続していく。
【引き続き実施】

・ポスター等によ
り水防活動の担
い手となる、消
防団員の募集を
促進する。
【引き続き実施】

・大雪消防組合
と連携し、広報
やホームページ
等により水防団
の募集を継続し
ていく。
【平成28年度
から検討・実施】

①浸水想定区域内
の拠点施設に対する
水害リスクを把握し、
機能維持に関する検
討を実施

S

・広報誌やホー
ムページ等で水
防協力団体の募
集を実施。
【～平成32年度】

・広報誌やホー
ムページ等で水
防協力団体の募
集を実施
【平成31年度
から検討・実施】

・各種イベント等
で消防団活動の
PRを行うなど、
水防活動の担い
手となる、消防
団員の募集を促
進する。
【引き続き実施】

・広報やホーム
ページ等により
団員の募集を継
続していく
【引き続き実施】

・広報やホーム
ページ等により
水防団員の募集
を継続していく。
【引き続き実施】

・広報誌等により
水防（消防）団員
の募集を継続し
ていく。
【引き続き実施】

・広報紙等によ
り、消防（水防）
団員の募集を継
続していく。
【引続き実施】

・広報誌やホー
ムページ等で水
防協力団体の募
集を実施｡
【平成29年度
から検討・実施】

・指定された水
防協力団体に対
する情報共有や
合同での訓練の
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

②市町村防災担当
職員を対象とする防
災対応力の向上を
図る取り組みを行う

A

・石狩川流域圏
会議による豪雨
災害対策職員研
修のサポートを
実施。
【引き続き実施】

・石狩川流域圏
会議による豪雨
災害対策職員研
修のサポートを
実施。
【引き続き実施】

・石狩川流域圏
会議による豪雨
災害対策職員研
修のサポートを
実施。
【引き続き実施】

・取組みへの参
加。
【引き続き実施】

・取組みへの参
加。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会等で水害対応
力の向上を図
る。
・石狩川流域圏
会議による豪雨
災害対策職員研
修への参加。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会等で水害対応
力の向上を図
る。
・石狩川流域圏
会議による豪雨
災害対策職員研
修への参加。
【引き続き実施】

・旭川開建から
の想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域公共
施設合成図情報
等を踏まえ、該
当施設及び水害
リスクを把握し、
効果的な対応を
検討する。
【～平成32年】

・旭川開建から
の想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域公共
施設合成図情報
等を踏まえ、該
当施設及び水害
リスクを把握し、
効果的な対応を
検討する。
【平成29年度
から検討・実施】

・旭川開建から
の想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域公共
施設合成図情報
等を踏まえ、該
当施設及び水害
リスクを把握し、
効果的な対応を
検討する。
【平成29年度
から検討・実施】

・旭川開建から
の想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域公共
施設合成図情報
等を踏まえ、該
当施設及び水害
リスクを把握し、
効果的な対応を
検討する。
【平成29年度
から検討・実施】

・旭川開建から
の想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域公共
施設合成図情報
等を踏まえ、該
当施設及び水害
リスクを把握し、
効果的な対応を
検討する。
【平成29年
から検討・実施】

・旭川開建から
の想定最大規模
の洪水に係る浸
水想定区域公共
施設合成図情報
等を踏まえ、該
当施設及び水害
リスクを把握し、
効果的な対応を
検討する。
【平成29年
から検討・実施】

・水防活動の担
い手となる，消
防団員の募集を
促進する。
【引き続き実施】

④広報誌やHP等に
より、水防協力団体
の募集・指定の促進
を図る

・水防連絡協議
会、石狩川流域
圏会議（防災
WG）等において
定期的に情報共
有を行う。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会、石狩川流域
圏会議（防災
WG）等において
定期的に情報共
有を行う。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会、石狩川流域
圏会議（防災
WG）等において
定期的に情報共
有を行う｡
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会、石狩川流域
圏会議（防災
WG）等において
定期的に情報共
有を行う。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会、石狩川流域
圏会議（防災
WG）等において
定期的に情報共
有を行う。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会、石狩川流域
圏会議（防災
WG）等において
定期的に情報共
有を行う。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会、石狩川流域
圏会議（防災
WG）等において
定期的に情報共
有を行う。
【引き続き実施】

・地区毎に実施
するHUG訓練へ
の参加。
・水防連絡協議
会等で水害対応
力の向上を図
る。
・豪雨災害対策
職員研修への参
加。
【引き続き実施】

・広報誌やホー
ムページで水防
協力団体の募集
を実施｡
【平成29年度
から検討・実施】

・広報誌やホー
ムページ等で水
防協力団体の募
集を実施。
【平成29年度
から検討・実施】

・水防協力団体
の募集・指定の
促進を検討す
る。
【平成28年度
から検討・実施】

・大雪消防組合
と連携し、広報
誌やホームペー
ジ等で水防協力
団体の情報提供
を図る。
【平成28年度
から検討・実施】

・広報誌やホー
ムページ等で水
防協力団体の募
集を検討する。
【平成28年度
から検討・実施】

③流域市町村の防
災担当者、水防資機
材等の情報共有を
行う

Q、U

・水防連絡協議
会、石狩川流域
圏会議（防災
WG）等において
定期的に情報共
有を行う。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会等において定
期的に情報共有
を行う。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会、石狩川流域
圏会議（防災
WG）等において
定期的に情報共
有を行う。
【引き続き実施】

・水害を含めた
あらゆる災害事
象について、警
察署ごとの担当
者が作成する市
町村の防災担当
者と情報共有、
連絡体制の確
立。
【引き続き実施】

・自衛隊の災害
派遣に関する事
項について情報
提供。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会、石狩川流域
圏会議（防災
WG）等において
定期的に情報共
有を行う。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会、石狩川流域
圏会議（防災
WG）等において
定期的に情報共
有を行う
【引き続き実施】

美 瑛 町

・水防連絡協議
会等で水害対応
力の向上を図
る。
・石狩川流域圏
会議による豪雨
災害対策職員研
修への参加。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会等で水害対応
力の向上を図
る｡
・石狩川流域圏
会議による豪雨
災害対策職員研
修への参加
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会等で水害対応
力の向上を図
る。
・石狩川流域圏
会議による豪雨
災害対策職員研
修への参加。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会等で水害対応
力の向上を図
る。
・石狩川流域圏
会議による豪雨
災害対策職員研
修への参加。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会等で水害対応
力の向上を図
る。
・石狩川流域圏
会議による豪雨
災害対策職員研
修への参加。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会等で水害対応
力の向上を図
る。
・石狩川流域圏
会議による豪雨
災害対策職員研
修への参加。
【引き続き実施】

東 神 楽 町 当 麻 町 比 布 町 愛 別 町 上 川 町 東 川 町

・毎年出水期前
を基本に行われ
る重要水防箇所
等の共同点検を
実施する。
【引き続き実施】

・毎年出水期前
を基本に行われ
る重要水防箇所
等の共同点検を
実施する。
【引き続き実施】

・毎年出水期前
を基本に行われ
る重要水防箇所
等の共同点検を
実施する。
【引続き実施】

・毎年出水期前
を基本に行われ
る重要水防箇所
等の共同点検を
実施する。
【引き続き実施】

・毎年出水期前
を基本に行われ
る重要水防箇所
等の共同点検を
実施する。
【引き続き実施】

・毎年出水期前
を基本に行われ
る重要水防箇所
等の共同点検を
実施する。
【引き続き実施】

・毎年出水期前
を基本に行われ
る重要水防箇所
等の共同点検を
実施する。
【引き続き実施】

①毎年、重要水防箇
所の見直しを実施す
るとともに、関係機
関・水防団等が参加
する水害リスクの高
い箇所の共同点検を
実施

O、P

・毎年出水期前
を基本に重要水
防箇所等の共同
点検を行う。
・整備状況を確
認し、毎年重要
水防箇所の見直
しを行う。
【引き続き実施】

・毎年出水期前
を基本に重要水
防箇所等の点検
を行う。
・整備状況を確
認し、毎年重要
水防箇所の見直
しを行う。
【引き続き実施】

・ハザードマップ
などで指定され
ている危険箇所
のほかに、警察
署ごとに独自の
災害発生予想危
険箇所を把握し
ている。
【引き続き実施】

・毎年出水期前
を基本に行われ
る重要水防箇所
等の共同点検を
実施する。
【引き続き実施】

・毎年出水期前
を基本に行われ
る重要水防箇所
等の共同点検を
実施する。
【引き続き実施】

旭川開発建設部
旭川

地方気象台
上川

総合振興局
北海道警察

旭川方面本部
陸上自衛隊
第二師団

旭 川 市 鷹 栖 町

【再掲】
・浸水想定区域
公共施設合成図
（水位観測所、
警察、病院、避
難所等）提供を
行う。
【平成29年度
から検討・実施】

L

・広報誌やホー
ムページ等で水
防協力団体の指
定について検討
　【平成28年度
から検討・実施】

⑤広報誌やHP等に
より、水防団員の拡
充を図る

R
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項目 事項 内容
課題の
対応

４）都市機能や社会経済活動の早期復旧のための取組

■氾濫水の排水、施設運用等に関する取組

旭川開発建設部
旭川

地方気象台
上川

総合振興局
北海道警察

旭川方面本部
陸上自衛隊
第二師団

旭 川 市 鷹 栖 町 東 神 楽 町 当 麻 町 比 布 町 愛 別 町 上 川 町 東 川 町 美 瑛 町

・内水被害常襲
箇所の把握に努
める。
・効果的な排水
を行う為の排水
ポンプ設置箇所
検討する。
【～平成32年度】

・内水被害常襲
箇所の把握及び
排水ポンプ設置
箇所、釜場等の
整備について検
討する。
【平成30年度
から検討・実施】

・被害常襲箇所
の把握と対応方
法の検討。
【引き続き実施】

・内水被害常襲
箇所の把握及び
排水ポンプ設置
箇所、釜場等の
整備について検
討する。
【平成30年度
から検討・実施】

・内水被害常襲
箇所の把握及び
排水ポンプ設置
箇所、釜場等の
整備について検
討する。
【平成29年度か
ら検討・実施】

・内水被害常襲
箇所の把握及び
排水ポンプの設
置等について検
討する
【平成29年度
から検討・実施】

・内水被害常襲
箇所の把握及び
排水ポンプ設置
箇所、釜場等の
整備について検
討する。
【平成28年度
から検討・実施】

③内水被害常襲箇
所の把握と、効果的
な排水を行うための
排水ポンプ設置箇所
検討及び、釜場等の
整備

T

・すでに内水常
襲箇所（優先設
置箇所）へのポ
ンプ設置を実施
しており、引き続
き対応を行う。
【引き続き実施】

・内水被害常襲
箇所の把握と、
効果的な排水を
行う為の排水ポ
ンプ設置箇所の
選定について、
引き続き対応を
行う。
【引き続き実施】

・排水訓練・研修
の実施。
【引き続き実施】

・市所有の排水
ポンプの操作訓
練を実施。
【引き続き実施】

・迅速な氾濫水
の排水を行う
為、排水ポンプ
ユニット等の操
作訓練を行う。
【引き続き実施】

・排水ポンプ機
器の整備につい
て検討を実施
【平成29年度
から検討・実施】

・町所有の排水
ポンプの操作確
認の実施。
【引き続き実施】

・情報共有を依
頼。

・水防連絡協議
会や研修会等で
方法等の確認を
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・水防連絡協議
会や研修会等で
方法等の確認を
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・水防連絡協議
会や研修会等で
方法等の確認を
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・水防連絡協議
会や研修会等で
方法等の確認を
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・水防連絡協議
会や研修会等で
方法等の確認を
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・水防連絡協議
会や研修会等で
方法等の確認を
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・迅速な氾濫水
の排水を行う
為、排水ポンプ
ユニット等の操
作訓練を行う。
【平成28年度
から検討・実施】

・排水資機材所
有団体と連携し
て排水作業訓練
を実施。
【平成29年度
から検討・実施】

・迅速な氾濫水
の排水を行う
為、消防署所有
の排水ポンプ車
等の操作訓練を
行う。
【引き続き実施】

・町が所有する
排水ポンプ等の
操作訓練の実
施。
【平成28年度
から検討・実施】

・毎年、排水ポン
プ車、照明車等
の災害対策車両
による訓練を実
施（消防・町所
有）。
【引き続き実施】

・水防連絡協議
会や研修会等で
方法等の確認を
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・水防連絡協議
会や研修会等で
方法等の確認を
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

・水防連絡協議
会や研修会等で
方法等の確認を
実施。
【平成28年度
から検討・実施】

②迅速な氾濫水の
排水を行う為、排水
ポンプ車等の操作訓
練を行う

T

・毎年、排水ポン
プ車、照明車等
の災害対策車両
による訓練を実
施。
【引き続き実施】

・浸水想定区域
図（浸水継続時
間）を鑑みた設
置箇所の検討。
【平成28年度
から検討・実施】
・排水ポンプパッ
ケージの整備。
【～平成32年度】

①排水ポンプ車等の
災害対策車の出動
要請方法等に関する
確認

U

・水防連絡協議
会や研修会等で
方法等の確認を
実施。
【H28年度
から検討・実施】
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